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１．研究背景と目的 

 

現在、低炭素社会を目指した都市構造が求められ、

その具体の実現方法として公共交通を中心として都市機

能が高密度かつコンパクトに集積されている「集約型都

市構造」や「コンパクトシティ」が検討されている。こ

のような状況の中、多くの「複数の鉄道路線が結節して

いる鉄道駅の周辺地区」（以下、本論文では「鉄道結節

点」と呼ぶ）には、「人・物・情報」が集中し、都市機

能が高密度に集積している。こうした鉄道結節点の都市

開発については、駅前広場整備や都市鉄道における駅ま

ち空間、集約型都市構造等を取り扱った多くの研究１）

が存在しているが、その一方で、鉄道結節点周辺の用途

地域の方向性を検討した研究はあまり見られない。今後、

集約型都市構造の拠点として鉄道結節点を活用するため

には、まず、前提として現在指定されている用途地域

（土地利用の方向性）を確認し、その特徴を把握してお

くことが重要である。 

そこで、本研究では、今後とも集約拠点となること

が期待される東京近郊の鉄道結節点について、まずその

分布状況と乗降者数を把握する。次にその鉄道結節点に

指定されている用途地域と容積率を整理分類し、その特

性を分析する。こうした作業を通じて都市機能が高密度

に集積することが望ましいと思われる鉄道結節点の土地

利用のあり方を考察する基礎資料を提供することを目的

とする。 

２．研究方法 

 

本研究において鉄道結節点とは「異なる鉄道会社及

び同一の鉄道会社が運営する複数の鉄道路線が結節して

いる駅およびその周辺地域」と定義する。 

また、今回は東京近郊部の鉄道結節点を分析対象と

するが、すでに高いポテンシャルを十分に活用している

と考えられる山手線の内側地域は対象から除外する。さ

らに鉄道密度が薄く自動車による移動が多い業務核都市

の外側地域も除外するものとし、東京を中心とした半径

30km（図-1）における鉄道結節点の土地利用の活用実態

を把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、研究の流れは下記の通りである。 

１）鉄道結節点の抽出・分布状況 

→鉄道結節点の抽出、分布状況を地図上にプロッ

トし位置関係を把握する。 

 ２）乗降者数の分布状況・乗換構造 

→1994年度と2004年度の乗降者数の経年変化を把

握する。また、乗換構造の形態も明らかにする。 

 ３）用途地域別の分布状況 

→用途地域、容積率と乗降者数、用途地域の形態

のパターン分けを行う。 

図－１ 都心半径30kmの範囲図 
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３．鉄道結節点の現状 

 

３－１ 鉄道結節点の分布と乗降者数 

 分析の結果、今回の対象地域内には120の鉄道結節点

が存在した。その分布状況は、東京都81駅、神奈川県16

駅、千葉県14駅、埼玉県9駅である。 

 

 

 

 次に鉄道結節点における鉄道乗降者数を見る。なお、

本研究では、株式会社エンタテインメントビジネス総合

研究所出版の「乗降客数総覧99’,04’,07’」を用い、

その中に収録されている1994年度、2004年時点の乗降客

数を基に鉄道結節点の比較考察を行った。 

1994年度時点で研究対象地域に存在する鉄道結節点

は105あった。それに比べて、2004年度には鉄道結節点

の数は120に増加しており、10年間に15の鉄道結節点が

誕生している。実際にこの1994年から2004年までの10年

間に新設、及び延長された鉄道路線は10社、11路線、31

駅であった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、1994年度と2004年度の2時点の乗降者数の変化

をみると、鉄道結節点の乗降者数は全体的に増加傾向で

あるが、0～5万人といった乗降者数の少ない駅では、全

体数として9駅で乗降者数が減少していた。25万人以上

の駅においては全体として4駅（浅草駅、中野駅、西船

橋駅、日本橋駅）で乗降者数が減少し、大井町駅、立川

駅の2駅が増加していた。 

また、5万人以上増加もしくは減少した場合を取り上

げればその状況は表-4、図-3となる。（1994年時点で存

在しない結節点については「鉄道なし」の区分とした） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、1日当たり平均乗降者数が最も増加したのは立

川駅であり、最も減少したのは北千住駅であった。 

 

３－２ 乗換構造 

 東京近郊に存在する120の鉄道結節点において、その

乗換の構造を整理分析した結果、主に3パターンに集約

することができた。その構造パターンを図-4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１ 都道府県別内訳 
東京都 神奈川県 千葉県 埼玉県 計

12014 9駅数 81 16

パターン 乗換構造

1

2

3

図－４ 乗換構造 
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表－２ 1994年度の乗降者数一覧 

0～5 5～10 10～15 15～20 20～25 25～ 計

16 11 7

1994年度乗降者数(万人/日)

駅数 24 20 10527

表－３ 2004年度の乗降者数一覧 

0～5 5～10 10～15 15～20 20～25 25～ 計

駅数 25 23 17 13 9 18 105

新線 7 6 1 1 0 0 15

計 32 29 18 14 9 18 120

2004年度平均乗降者数(万人/日)

表－４ 1日当たり平均者数の増減数 

増加 減少 変化なし 鉄道なし 計

120

1994年度と2004年度の比較

駅数 11 10 84 15

図－２ 2004年度の乗降者数分布図 
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図-4の上から、改札内でも乗換が可能な「改札内乗換

（ラチ内乗換）」（パターン1）、1つの改札を挟んで駅

舎内で乗換を行う「改札間連結乗換（ラチ外乗換）」

（パターン2）、鉄道会社ごとに異なった改札を利用す

る「改札別乗換」（パターン3）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

120駅の乗換構造別駅数を見てみると（表-5）、改札内

乗換と改札別乗換構造を持つ駅がほぼ同じ数であること

がわかった。なお改札内乗換の場合でも、下北沢駅のよ

うに小田急電鉄の小田急線と京王電鉄の井の頭線のよう

な異なる鉄道会社による乗換を行う駅も11駅あった。改

札別乗換では、42の全ての駅で異なる鉄道会社であった。

なお、駅によってはパターン1～3が組み合わさっている

駅(横浜駅、立川駅など)もあり本研究では「その他」

（パターン4）として数えるものとした。 

 

４．鉄道結節点における用途地域分布状況 

 

 研究対象120の鉄道結節点の都市計画図を収集し、駅

周辺の都市計画決定された用途地域と容積率を把握した

上で整理分類し、比較考察を行う。なお本研究では、用

途地域の系統を商業系、住居系、工業系とし以下の表-6

のように示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－１ 鉄道結節点における用途地域のパターン分け 

 上記で示した3つの用途地域の系統を、鉄道結節点の

それぞれの駅に組み合わせたところ、6つのパターンに

分類された（表-7）。なお、本研究では駅周辺の範囲を

定めるにあたり次の条件を設定し、調査範囲を定めた。 

まず、平成10年東京都市圏パーソントリップ調査の

集計結果及び不動産広告表示から、自動車利用者が自動

車を停車して移動する間の平均歩行距離は、全目的で約

360mと考えられる。これは駅を中心とした半径500m以内

であることから、駅勢圏（都市計画図の駅舎が示された

部分から半径500m）を用途地域把握区域とする。 

 把握した用途地域のパターン分けを表-7、用途パター

ンと乗降者数の関係を図-5に示す。その結果、パターン

4の「商業＋住居系」の駅が全体の約50％にあたる59駅

あり、それらの駅の平均乗降者数は約13万人であった。

また、商業業務活動が活発であり人の往来が著しいと考

えられるパターン1の「商業系」の駅には浅草駅や銀座

駅が該当した、その平均乗降者数は約14万人で平均より

低い値であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２ 鉄道結節点に指定されている容積率と乗降者数

のパターン分け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

120の鉄道結節点の容積率を表-8に、容積率と乗降者

数の関係を図-6に示す。その結果、鉄道結節点において

商業地域や近隣商業地域のような「商業系」の用途が周

辺に存在する駅は112あった。その中で、容積率の高い

地域は、平均乗降者数も多い傾向がみられた。また、容

積率800％指定の駅は12あり、4-1の用途地域のパターン

分けで「商業系」を示した13駅のうち関内駅、銀座駅、

日本橋駅、三越前駅の4駅が容積率800％であった。一方

表－８ 容積率と乗降者数 

容積率 駅数 平均乗降者数

200% 4 64,890人

300% 11 87,052人

400% 29 71,474人

500% 22 102,627人

600% 19 198,322人

700% 15 180,975人

800% 12 447,711人

計 112 164,722人

商
業
系

表－５ 乗換構造別駅数 

パターン 乗換構造 駅数

1 改札内乗換 43

2 改札間連結乗換 11

3 改札別乗換 42

4 その他(上記複合型) 24

- 計 120

表－７ 用途地域のパターン分け 

駅数 平均乗降者数

1 商業系 13 144990人

2 住居系 4 42227人

3 商業＋住居系 59 126069人

4 商業＋工業系 5 67044人

5 住居＋工業系 4 98162人

6 商業+住居+工業系 34 226660人

- 計 120 164722人

パターン

乗降者数

万人

表－６ 用途地域の系統分け 

商業系 住居系 工業系

商業地域 第1種低層住居専用地域 準工業地域

近隣商業地域 第2種低層住居専用地域 工業地域

第1種中高層住居専用地域 工業専用地域

第2種中高層住居専用地域

第1種住居地域

第2種住居地域

準住居地域
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図－５ 用途パターンと乗降者数 
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で、乗降者数は約3万人と少なかった蔵前駅は容積率70

0%であり、乗降者数と容積率は必ずしも比例関係にない

ことがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－３ 鉄道結節点の駅舎隣接の用途地域指定形態 

 鉄道結節点の駅舎の改札口を中心として、用途が実際

にどのように指定されているのか把握した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7は、3-2の乗換構造パターン1の用途地域指定で

ある。図-7左の「自由が丘駅」と図-7右の「旗の台駅」

は東京急行電鉄が運営する駅であり、改札内乗換である。

用途地域指定状況では、自由が丘駅は駅舎を中心として

駅舎隣接地は商業地域が指定されているが、旗の台駅は、

駅舎を中心として隣接地の約3/4は近隣商業地域が指定

され、残りは第1種中高層住居専用地域が指定され、駅

舎を境に別な用途が指定されていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-8は、3-2の乗換構造パターン2・3の用途地域指定

状況である。図-8左の「馬喰町駅」と図-8右の「豊島園

駅」は、共に異なる鉄道会社の乗換駅であり改札口を出

ての乗換で駅舎の位置も異なっている。馬喰町駅では駅

舎を中心として駅舎隣接地は商業地域が指定されている

が、豊島園駅では、駅舎を中心として駅舎近接地は商業

地域、近隣商業地域、第1種住居地域の3種類の用途が指

定され、駅舎を境に異なる用途が指定されていた。さら

に駅舎を中心とした半径500m以内は、商業地域、近隣商

業地域、第1種住居地域、第1種低層住居専用地域、第2

種住居地域、第1種中高層住居専用地域と複数の用途が

指定されていた。 

 上記のように、各鉄道結節点の用途地域の指定状況を

まとめたものを表-9に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果、120駅中83駅では、駅舎を中心として駅舎

隣接地は同じ用途が指定されていたが、37駅は駅舎を境

に異なる別の用途が指定されていた。駅を中心に同じ用

途が指定されているパターンと駅舎を境に異なる用途が

指定されているパターンがあり、必ずしも駅を中心に同

一の用途指定でないことがわかった。 

 

５．まとめと今後の課題 

 

 本研究において現在東京近郊に存在する鉄道結節点の

分布状況と乗降者数を把握し、都市計画図を基に用途地

域と容積率の把握を行った。その結果、鉄道結節点の用

途の分布状況や指定状況などを把握することができた。

しかし、商業系で高い容積率が指定されているにもかか

わらず乗降者数の少ない駅も存在した。今後、このよう

な駅で実際の土地利用と使われている容積率（実効容積

率）を把握することを予定している。 
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図－６ 容積率と乗降者数 
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図－７ 乗換構造パターン１の用途指定状況 

図－８ 乗換構造パターン2・3の用途指定状況 

表－９ 鉄道結節点の駅舎隣接地用途地域指定形態 

乗換構造 用途地域の系統 駅数

同一 29

相違 14

同一 7

相違 4

同一 29

相違 13

同一 18

相違 6

計 - 120

パターン1

パターン2

パターン3

パターン4


